
４ まとめ 

当センターの電波暗室は、ターンテーブル周辺

に設置物を置いた場合には、反射の影響等により

強いノイズレベルとなる周波数があり、注意を要

することがわかり、依頼試験等で測定結果を説明

する際などに、助言できるようになった。 

また、測定の効率化等を図るため、運用上、測

定用テーブルを電波暗室内に保管しても、影響は

少ないことがわかった。 

さらに、当センターの電波暗室は、プレテスト

用であることから、開発段階等で、迅速に複数の

試験項目を実施したい場合には、今回、実験した

方法で、効率的に反射体を設置し、試験を行うこ

とができるようになった。（ただし、若干の特性

の変化があり、認定試験前等の場合は従来どおり

の試験環境で行うほうが適当と考える。） 
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